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防災危機対応力強化担当 

 

 

港区業務継続計画（新型インフルエンザ編）の改定について 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応で得られた課題や知見を踏まえ、令和６年７月に国

が「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」を、令和７年５月に東京都が「東京都

新型インフルエンザ等対策行動計画」をそれぞれ改定したことを受け、区では「港区

新型インフルエンザ等対策行動計画」（以下「区行動計画」といいます。）の改定を進

めており、「港区業務継続計画（新型インフルエンザ編）」（以下「ＢＣＰ」といいま

す。）についても、その内容を踏まえ改定します。 

 

１ 背景 

区は、区行動計画における応急業務（感染防止対策や経済対策等の新たに発生す

る業務）等に要する人員を考慮し、感染症有事に優先して行う業務を定め、限られ

た人員の中で区民サービスの継続を図ることを目的とした、ＢＣＰを策定していま

す（平成 22年３月策定、平成 25年３月一部改定）。 

区行動計画の改定に伴い、新たな応急業務に対応する業務体制を構築する必要が

あることから、ＢＣＰを改定する必要があります。 

なお、区行動計画については、令和８年６月 10 日開催の保健福祉常任委員会に

おいてパブリックコメントで素案に寄せられた意見に対する区の考え方を報告し、

現在、改定に係る所要の手続きを進めています。 

 

２ 区行動計画の主な改定点 

改定後の区行動計画では、感染症の発生段階をこれまでの６段階から３段階（準

備期、初動期及び対応期）に再編するとともに、対策項目を７項目から 13 項目に

拡充し、感染の長期化や複数の感染拡大の波への対応、ワクチン・治療薬の実用化

に応じた対策の切替えを明確化する予定です。 

【区行動計画の主な改定点】 

 

改定後 改定前

発生段階 準備期／初動期／対応期
未発生期／海外発生期／国内発生早期（都内未発生期）
／都内発生早期／都内感染期／小康期

対策項目

❶実施体制／❷情報収集・分析／❸サーベイランス／❹
情報提供・共有、リスクコミュニケーション／❺水際対策
／❻まん延防止／❼ワクチン／❽医療／❾治療薬・治療
法／❿検査／⓫保健／⓬物資／⓭区民生活及び地域経
済の安定の確保

（総論）国・都・区等の役割／❶サーベイランス・情報収集
／❷情報提供・共有／❸区民相談／❹感染拡大防止／
❺予防接種／❻医療／❼区民生活及び経済活動の安定
の確保
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３ ＢＣＰの改定方針 

  ＢＣＰは以下の３つの方針のもと改定します。 

（１）コロナ禍の経験を踏まえた今日性の高い計画への刷新 

コロナ禍において得られた感染対策や業務継続に関する様々な知見・経験を踏

まえ、部門間の応援体制や適切な職員配置など、次なる感染症危機に備えた実効

性の高い業務継続体制へ刷新します。 

（２）感染対策の充実と業務継続体制の整備に向けたＤＸの一層の活用 

デジタル技術の進展やコロナ禍でのＤＸ推進を踏まえ、テレワークやオンライ

ン会議、デジタル技術を活用した情報発信等を推進することで、感染症対策と行

政サービスの継続を両立し、効率的で持続可能な行政運営を実現します。 

（３）庁内一丸となった感染対策と業務継続体制の確立 

感染症有事には、職員の４割が欠勤することが想定される中、必要人員の精査

や適切な職員配置、部門間の応援体制の構築により、行政サービスを継続しなが

ら全庁一丸となって感染症危機に対応できる体制を整備します。 

 

４ 今後のスケジュール（予定） 

令和８年７月 港区新型インフルエンザ等対策行動計画の改定 

令和９年３月 防災・危機管理等安全対策特別委員会へ報告 

港区業務継続計画（新型インフルエンザ編）の改定 


